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福岡県内の公立小学校におけるハンセン病の授業に関する事案（概要）

【平成２５年】

１１月 福岡県内の公立小学校６年生の１学級児童１２人に対し、社会科において「ハンセン病に対する差別につい

て考える」という内容で、ティームティーチング（T1：人権教育担当教諭 T2：学級担任）の形態で授業を実施

・使用した教材は、人権教育担当教諭が自ら作成したもの。授業の冒頭で過去に「風邪といっしょで、菌

によってうつる」「手足の指とか身体が少しずつとけていく」などという誤った認識に基づき患者が差別さ

れた経緯を紹介。

１２月 学級担任が児童に感想文を書かせ、人権教育担当教諭等に見せることなく、国立療養所菊池恵楓園入所

者自治会（以下「自治会」という）に送付

・送付された感想文の中には「今は完全に治すことができる」「差別はいけない」などの記述がある一方、

「（もし友達がかかったら、）私ははなれておきます。理由は、ハンセン病は怖いからです」「骨がとけ、け

ずれていく病気」などの内容が含まれていた。

１２月 自治会長から学級担任に対し、感想文の内容に非常に驚いていることと授業内容を問う旨の返信

・学級担任は返事を求められている認識がなかったため返信しなかった。

【平成２６年】

４月 自治会長から県教育長宛てに感想文を同封した文書を送付

・即日、文書を受け取った県教育委員会担当課の職員が菊池恵楓園を訪問し、謝罪及び状況把握を

行った。

・自治会長からは、児童に誤った認識を持たせたままであること、担任教諭のハンセン病に関する認識

が不足していること等について指摘があった。

経緯
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福岡県内の公立小学校におけるハンセン病の授業に関する事案（概要）

【平成２６年】

４月 県教育委員会から市教育委員会に対し本案件の詳細な調査を依頼

県教育委員会の指導主事が再度自治会を訪問し教職員用学習資料を作成するため協力をお願いしたい

旨を依頼

５月 当該市教育長等から当該学校長、人権教育担当教諭、学級担任への事情聴取及び指導

６月 当該市教育長、学校長、人権教育担当教諭、学級担任が菊池恵楓園を訪問し謝罪

・市内の学校の管理職や教員への指導、当該授業を受けた児童への再指導を行う旨伝えた。

６～７月 県教育委員会主催の人権教育研修会において講義を実施

・教職員のハンセン病に関する知的理解の不足、指導力の不足、学校の推進体制等の課題を提示し、

改めて個別的な人権課題についての教職員研修の工夫を行うこと、学校長のリーダーシップのもと組

織的・計画的な人権教育の推進を図ること等を要請。

９月 県教育委員会が教職員用学習資料「ハンセン病を正しく理解するために」を作成

・学識経験者からの助言をいただくとともに、自治会長のインタビューを収録。

１０～１１月 教職員用学習資料を県内公立学校、市町村教育委員会等に送付するとともに県立校長会等で説明

１２～３月 当該児童への再指導

・進学先である中学校において、県教育委員会作成の人権教育教材「共に生きるということ」を使用し

ハンセン病に関する授業（３時間）を実施

県教育委員会等の対応

２



福岡県内の公立小学校におけるハンセン病の授業に関する事案（概要）

○人権教育学習教材集「あおぞら」（平成20年）

・小学校用、中学校用、高等学校用の合計20編で構成された写真や動画等を用いたＤＶＤ版の教材集。各

教材について活用プランや教師用資料等も併せて収録。

・ハンセン病患者等については、中学校用教材「共に生きるということ」が作られ、菊池恵楓園入所者自治

会の５名の方のインタビュー映像も収録している。

○教職員用学習資料「ハンセン病を正しく理解するために」（平成26年）

・ハンセン病に関する基礎知識や教材の内容紹介や、菊池恵楓園入所者自治会長から教員へのメッセー

ジ、ハンセン病に関する法律等を掲載。

○人権教育学習教材集「あおぞら２」（平成30年）

・小学校用、中学校用、高等学校用の合計30編で構成された写真、スライドショー、音声、動画等を用いた

ＤＶＤ版の教材集。各教材について活用事例（教材の解説・教材を活用した授業例）や教師用資料等も併

せて収録。

・ハンセン病患者等については、小学校高学年用の教材「どうして学校にきてはいけないのですか」が作ら

れ、上記教職員用学習資料に掲載された菊池恵楓園入所者自治会長から教員へのメッセージも再掲さ

れている。

○ハンセン病に関するパンフレット「ハンセン病を正しく理解しよう」

・県保健医療介護部において小学生向け、高校生向け、一般向けの３種類を作成し、毎年各学校に送付

（中学生は厚生労働省作成のパンフレットを活用）。発達段階等に応じて、構成や記載している内容が異

なっている。

参考：ハンセン病に関する人権教育に係る福岡県作成の主な資料
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教職員用学習資料 

ハンセン病に関する教職員用学習資料作成にあたって 

 

ハンセン病に対する正しい理解は、いまだ十分とは言えない状況にあります。ハンセン

病患者・回復者やその家族が、周囲の人々の誤った知識や偏見等によって、差別やプライ

バシー侵害等を受ける問題が起きています。この解決に向けて国や県は、啓発資料の作成・

配布等による啓発活動を推進しており、学校教育においても啓発資料の適切な活用を図る

必要があります。 

そこで、教職員自身がハンセン病を正しく理解するためのきっかけとなるよう、このリ

ーフレットを作成しました。 

 

 

  

 

 

 
 
 

ハンセン病とはどんな病気ですか？ 

ハンセン病は感染するのですか？ 

   「らい菌」の感染力は非常に弱く、感染しても発病する人はほとんどいません。 

     これまでにハンセン病の療養所の医師や看護師などの職員に、ハンセン病になった人

はいません。そのことがいかに発病しにくいかを証明しています。 

ハンセン病患者はどうして差別されたのですか？ 

 

 

ハンセン病が恐れられ、その患者が差別されたのは、次のような理由があり      

ました。 

     ●「らい予防法」という法律で強制的に療養所の中に一生隔離されたり、家が消毒

されたりして、感染力が強い病気、怖い病気という誤った考えが広まった。 

     ●有効な治療薬「プロミン」が開発されるまでは、不治の病気と思われていた。 

     ●病気が進行すると顔や手足などに後遺症が残った。 

     ●以前は同じ家族内で発病することが多かったので、遺伝病と考えられていた。 

＊ハンセン病は、感染力が強い、怖い病気でも、不治の病でも遺伝病でもありません。 

 

 

 

ハンセン病  ＆ 

ハンセン病は治るのですか？ 

よく効く薬があって完全に治ります。  

また、薬を飲むと数日で感染力を失い、早期に治療すれば後遺症も残りません。 

今、療養所で生活している人のほとんどはもう治っています。治療が遅れたために後

遺症が残っている人もいます。これらの人たちの中には、身体に障害が残っている場

合もありますが、ハンセン病患者ではありません。 

   ハンセン病は、１８７３年（明治６年）、ノルウェーのハンセン医師が発見した 

「らい菌」の感染によって、手足などの神経（末梢神経）が麻痺したり、皮膚にさま 

ざまな病的な変化が起こったりする病気です。早期に適切な治療を行わないと、手足

などの神経（末梢神経）に障害が起き、汗が出なくなったり、痛い、熱い、冷たいと

いった感覚がなくなることがあります。また、体の一部が変形するといった後遺症が

残ることがありました。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊参考資料  

○「ハンセン病の向こう側」(厚生労働省) 

○「ハンセン病を正しく理解しよう」 

（福岡県保健医療介護部健康増進課）

○「福岡県人権教育推進プラン」 （福岡県教育委員会）   

○人権教育学習教材集「あおぞら」（福岡県教育委員会） 

連絡先 

福岡県教育庁教育振興部人権・同和教育課 

（福岡市博多区東公園７番７号） 

指導班  TEL 092‐643‐3917  

FAX 092‐643‐3919 

ｅ-mail：kdowa@pref.fukuoka.lg.jp 

「『人権』とは何ですか？」と問われた時に、先生方はどのようにお答えにな

るでしょうか？一言で言うのは難しいでしょうが、「『人権』とは何か。」という

ことを常に自分自身に問い続けることであらゆる人権問題に関心をもち、その

ことによって人権感覚が磨かれていきます。そして、その結果、人権問題を自

分のこととして捉えることができるようになると私は考えています。 

学校の人権教育でハンセン病を取り上げていただくことは、ありがたいこと

です。しかし、ハンセン病について子どもたちに教える時には、まず、先生方

が正しく理解した上で授業に臨んでいただきたいのです。先生方自身がハンセ

ン病問題をはじめ、あらゆる人権問題について関心をもって、常に人権感覚を

磨き続けてください。そして他人事ではなく、自分自身に引き寄せて自分の課

題として子どもたちに教えてほしいのです。そうすれば、子どもたちはハンセ

ン病問題も他の人権問題も自分の課題として捉えて、正しい認識をもってくれ

るはずです。 

差別や偏見が根強く残るのは、子どもの身近にいる大人が子どもに偏見や先

入観を与えることもあるからです。大人の与えた偏見や先入観によって、子ど

もは間違った認識をもってしまいます。そのことが次の世代へ差別を残すこと

になるのです。この差別の連鎖を断ち切るのに、学校教育は大きな役割を担っ

ています。その大きな役割を担う教育に携わっているのだという自覚と誇りを、

先生方には失わないでいただきたいのです。先生にしかできないこと、先生だ

からこそできることがあります。そして、ご自身の言動が子どもたちの人格形

成に大きな影響を与えているのだということを、決して忘れないでいただきた

いと思います。 

 

 

  

 

先生方へ 

確かな人権感覚をもって子どもたちに正しい認識をもたせて

ください。そして、差別の連鎖を断ち切ってください。 

      志村
し む ら

康
やすし

さん（国立療養所菊池恵楓園入所者自治会長） 

志村康さんの略歴 

 旧制中学２年生の時に、ハンセン病を発症。医師の誤診により、病状が一時悪化。そ

の後大学病院で診断を受け、菊池恵楓園へ入所。１９９８年(平成 10 年)「らい予防法違

憲国家賠償請求訴訟」の菊池恵楓園原告団長。２０１４年(平成 26 年)５月、ハンセン病

違憲国賠訴訟全国原告団協議会の会長に就任。ハンセン病問題の解決に向けて、82 歳の

今も精力的に活動中。 平成２６年１１月

福岡県教育委員会
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ハンセン病問題から学ぶべきことは何でしょうか？ 

ハンセン病問題を人権問題として捉えることが重要です。 

ハンセン病を正しく理解するとともに、偏見や差別をなくすため、また、人権が

尊重される社会を実現するにはどうすればいいか、そして自分たちに何ができるの

かを考えることです。自分たちが変われば社会も変わるのです。 

ハンセン病に対して偏見を持ち、入所者や回復者、その家族を差別しているのは

どんな人たちだと思いますか。実は、普通の人たちなのです。私たちは気の毒な人

たちがいたとすると同情します。ところが、気の毒だと思っていた人たちや自分よ

り弱いと思っていた人たちが権利を主張したりなどすると、とたんに彼らを拒絶し、

いじめたり、差別したりすることが多くあります。今の社会の中にも、ハンセン病

に限らず、人種や年齢、障害の有無や性別、家柄などによる偏見や差別があるので

す。そうした偏見や差別を解決していくためには、相手の人権を尊重する気持ちを

持つことが大切です。また、ハンセン病患者・家族の人たちが偏見や差別と闘った

長い歴史から学ぶことは、私たちに勇気と人間の素晴しさを教えてくれるでしょう。 

 

    解決に向けて私たち教職員がなすべきことは？ 

私たち教職員が、子どもたちとハンセン病問題の解決に向けて、共に考えるこ 

とです。 

ハンセン病患者やその家族たちは、長い間、多くの偏見と差別に苦しんできまし

た。病気への誤解や人権侵害の実態が明らかにされ、ようやく正しい情報が伝えら

れるようになっています。ハンセン病に対する偏見と差別をなくすためには、まず

ハンセン病を正しく理解することが必要です。 

私たちがこうした現実を知らなかったのは、国が国民に実態を知らせなかっただ

けでなく、私たちの無関心さも大きな原因なのではないでしょうか。子どもたちに

ハンセン病問題の現実を伝え、今なお偏見や差別に苦しんでいる入所者や回復者た

ちが置かれている現実に目を向けてほしいと思います。さらに、ハンセン病問題の

解決をめざして、私たちに何ができるかを子どもたちと共に考えてほしいと思いま

す。 

 

   解決に向けてどのような取組がなされたのですか？ 

２００１年（平成１３年）５月、ハンセン病国家賠償訴訟の判決が熊本地裁であ

り、原告（ハンセン病療養所入所者）が勝訴、政府は控訴しませんでした。これを

きっかけに６月には、国会で「ハンセン病問題に関する決議」が採択され、新たに

補償を行う法律もできました。国はハンセン病療養所入所者・退所者のみなさんに

謝罪をし、２００２年（平成１４年）４月には、療養所を退所する人の社会復帰へ

の援助として「退所者給与金事業」を開始しました。 

２００８年（平成２０年）６月には「ハンセン病問題解決の促進に関する法律」

が制定され、療養所の土地、建物等を地域に開放できるようになり、２０１２年（平

成２４年）には、菊池恵楓園と多磨全生園に保育園が開設されました。また、啓発

活動を積極的に行うなど、名誉回復のための対策を進めています。 
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ハンセン病についての学習に際しては、国・県が作成している資料や人権教育学習教材集

「あおぞら」を使って、ハンセン病についての理解を深めることが重要です。 

啓発資料については、小学生と高校生向けを福岡県が、中学生向けを厚生労働省が作成し
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1873 年 

(明治６年) 

ノルウエ―のハンセンがらい菌を発見。 

1907 年 

(明治 40 年） 

「癩予防ニ関スル件」制定。 

放浪患者を隔離。 

1931 年 

(昭和６年） 

「癩予防法」制定。隔離の対象となる患者の範

囲が広まった。 

1943 年 

(昭和 18 年) 

米国で開発された特効薬「プロミン」の効果が

発表される。 

1947 年 

(昭和 22 年) 

国内で治療薬「プロミン」の使用開始。 

1953 年 

(昭和 28 年） 

「らい予防法」制定。 

1954 年 

(昭和 29 年) 

らい予防法による患者家族への生活保護開始。 

1960 年 

(昭和 35 年) 

ＷＨＯ（世界保健機構）が外来治療（在宅治療）

を勧告する。 

1996 年 

(平成８年) 

「らい予防法」廃止。 

 

2001 年 

(平成 13 年) 

「らい予防法」違憲国家賠償請求訴訟で、熊本

地裁は原告勝訴の判決。国は控訴せず。内閣総

理大臣談話発表。 

「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金

の支給等に関する法律」制定。 

2002 年 

(平成 14 年） 

国立ハンセン病療養所等退所者給与金及び死

没者改葬費の制度創設。 

2005 年 

(平成 17 年) 

国立ハンセン病療養所等非入所者給与金事業

開始。 

2006 年 

(平成 18 年) 

ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の

支給等に関する法律の一部を改正する法律成

立。 

2008 年 

(平成 20 年) 

「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」

制定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハンセン病に関するできごと ハンセン病回復者が受けた苦しみ 

 
 
 

ハンセン病に関する 

ウェブサイト 

 
○厚生労働省 

（ハンセン病に関する情報ページ

http://www.mhlw.go.jp/topics/buky

oku/kenkou/hansen/index.html 

 

○法務省「ハンセン病への偏見をなくし

ましょう」 

http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinke

n80.html 

 

○国立ハンセン病療養所 

（各療養所にリンクしています）

http://www.1.mhlw.go.jp/link/link_h

osp_12/hosplst/nc.html 

 

○国立感染症研究所感染症情報センター

「ハンセン病」 

http://idsc.nih.go.jp/disease/leprosy

/index.html 

 

○国立ハンセン病資料館 

http://www.hansen-dis.jp 

 

○日弁連法務研究財団（ハンセン病事実

検証調査事業） 

http://www.jlf.or.jp/work/hansen_k

aigi.shtml 

 

  親や兄弟姉妹と一緒に 

  暮らすことができない・・・。 

 

  実名を名乗ることができない・・・。 

 

  結婚しても子どもを 

  産むことが許されない・・・。 

 

  一生療養所から出て 

  暮らすことができない・・・。 

 

  死んでもふるさとの墓に 

  埋葬してもらえない・・・。 

 

  こうした生活を 

  ハンセン病回復者のみなさんは 

  長い間強いられてきました・・・。 

 

  あなたは想像できますか？ 

(１０４名) 

(８７名) 

 (２２３名) 

 (６８名) 

(79 名) 

(３８名) 

(２０１名) 

(７３名) 

(１００名) 

(２４０名) 

(１４６名) 

(３１１名) 

(１７０名) 

＊( )内は平成２６年５月１日現在の入所者数 

＊神山復生病院は私立、その他は国立です。 

平成２６年５月１日現在、全国で 1,847 名の方が、 

ハンセン病の療養所で生活をしています。 

入所されている方の平均年齢は、 

約８４歳と高齢になっています。 
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人権教育学習教材集「あおぞら」の中学校用教材

「共に生きるということ」は、生徒がハンセン病に

ついて正しく理解するとともに、ハンセン病問題を

人権問題として捉え、すべての人が共に生きる社会

の在り方について考えることを目指し、「ハンセン

病の正しい理解」「人権の視点から考えるハンセン

病」「わたしたちにできること」の３つの視点で学

習が展開できる構成になっています。  

     

  また、生徒にハンセン病問題を過去の事や他人事としてではなく、自分自身の問題

に引き寄せ、現在の社会問題として捉えさせるために、写真や動画を取り入れ、ハン

セン病に対する偏見・差別の実態やハンセン病患者・回復者の痛みや思いについて、

理解を促す内容になっています。 

  さらに、本教材は３つの視点ごとに１単位時間で活用できるように構成しています。

活用にあたっては、授業における活用プラン例を示していますが、あくまでも基本的

な一例であり、実施時期や学年及び内容の構成等については、学校や地域の実態、生

徒の学習状況等に即し、多様な活用をしましょう。 

 

 

 

  教材「共に生きるということ」には、国立療養所菊池恵楓園入所者自治会の５名の

方のインタビュー映像を収録しています。それぞれ発病の状況や歩んでこられた人生

は違いますが、映像全体を通して、「強制隔離」の実態やハンセン病に対する偏見・

差別の実態とともに、隔離政策による「人生被害」

や人権回復の取組への思いを感じとることができ

ます。 

  インタビューの映像は、生徒の

実態や授業のねらい等に応じて

選択して活用できるようにな

っています。また、資料に

も映像を収録していま

すので、授業の内容に応

じて活用しましょう。  

ハンセン病に関する教材の紹介(『あおぞら』収録) 

 

１  中学校用教材「共に生きるということ」 

２  映像資料について 

 

『あおぞら』の「活用プラン・資料」フォルダには、教職員のハンセン病に対する知

的理解を深めるための「教師用資料」を収録しています。ハンセン病患者・回復者等に

対する偏見や差別意識の解消に向けて、この教師用資料を活用し、教職員全体での研修

会を行うなど、ハンセン病を正しく理解するきっかけとする研修も考えられます。言う

までもなく、掲載している資料はハンセン病問題のすべてを網羅しているわけではなく、

授業を実施する際には、さらに各学校で学習を深め、教職員の共通認識を図る必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

人権教育学習教材集「あおぞら」（福岡県教育委員

会作成）は、児童生徒の感性に強く訴えるために、

写真や動画等を含むＤＶＤ版の教材集にしています。

教材は、小学校低学年用３編、中学年用３編、高学

年用４編、中学校用６編、高等学校用４編の合計 20

編で構成され、パソコンからプロジェクターをとお

してスクリーンに映し、学習できるようにしていま

す。 

  前述のようにＤＶＤの中には、教材と「活用プラ

ン」、「教師用資料」等を併せて収録しています。『あ

おぞら』を活用することによって、児童生徒の人権

に関する知的理解を育むとともに、人権感覚を豊か

にしていく取組の充実を図ることができます。 

３  教師用資料の紹介～「活用プラン・資料」～ 

１活用にあたって  
 
２「Ⅰハンセン病の正しい理解」  
 (1)ハンセン病の基礎知識－Q＆A－   
 (2)ハンセン病について                 
  (3)「らい予防法」廃止への道              
  (4)「らい予防法」違憲国家賠償請求事件判決骨子     
  (5)ハンセン病問題の早期かつ全面的解決に  

向けての内閣総理大臣談話  
  (6)ハンセン病関係法律等  
              
３「Ⅱ人権の視点から考えるハンセン病  

～療養所生活と入所者の願いから～」  
 (1)療養所での生活  
 (2)菊池恵楓園の沿革             
 (3)療養所での暮らしの中から  
 
 
 

４「Ⅲわたしたちにできること  
～宿泊拒否事件を通して～」  

 (1)新聞記事（宿泊拒否事件）    
 (2)宿泊拒否事件の概要            
  (3)宿泊拒否事件の経緯        
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人権教育学習教材集「あおぞら」の中学校用教材

「共に生きるということ」は、生徒がハンセン病に

ついて正しく理解するとともに、ハンセン病問題を

人権問題として捉え、すべての人が共に生きる社会

の在り方について考えることを目指し、「ハンセン

病の正しい理解」「人権の視点から考えるハンセン

病」「わたしたちにできること」の３つの視点で学

習が展開できる構成になっています。  

     

  また、生徒にハンセン病問題を過去の事や他人事としてではなく、自分自身の問題

に引き寄せ、現在の社会問題として捉えさせるために、写真や動画を取り入れ、ハン

セン病に対する偏見・差別の実態やハンセン病患者・回復者の痛みや思いについて、

理解を促す内容になっています。 

  さらに、本教材は３つの視点ごとに１単位時間で活用できるように構成しています。

活用にあたっては、授業における活用プラン例を示していますが、あくまでも基本的

な一例であり、実施時期や学年及び内容の構成等については、学校や地域の実態、生

徒の学習状況等に即し、多様な活用をしましょう。 

 

 

 

  教材「共に生きるということ」には、国立療養所菊池恵楓園入所者自治会の５名の

方のインタビュー映像を収録しています。それぞれ発病の状況や歩んでこられた人生

は違いますが、映像全体を通して、「強制隔離」の実態やハンセン病に対する偏見・

差別の実態とともに、隔離政策による「人生被害」

や人権回復の取組への思いを感じとることができ

ます。 

  インタビューの映像は、生徒の

実態や授業のねらい等に応じて

選択して活用できるようにな

っています。また、資料に

も映像を収録していま

すので、授業の内容に応

じて活用しましょう。  

ハンセン病に関する教材の紹介(『あおぞら』収録) 

 

１  中学校用教材「共に生きるということ」 

２  映像資料について 

 

『あおぞら』の「活用プラン・資料」フォルダには、教職員のハンセン病に対する知

的理解を深めるための「教師用資料」を収録しています。ハンセン病患者・回復者等に

対する偏見や差別意識の解消に向けて、この教師用資料を活用し、教職員全体での研修

会を行うなど、ハンセン病を正しく理解するきっかけとする研修も考えられます。言う

までもなく、掲載している資料はハンセン病問題のすべてを網羅しているわけではなく、

授業を実施する際には、さらに各学校で学習を深め、教職員の共通認識を図る必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

人権教育学習教材集「あおぞら」（福岡県教育委員

会作成）は、児童生徒の感性に強く訴えるために、

写真や動画等を含むＤＶＤ版の教材集にしています。

教材は、小学校低学年用３編、中学年用３編、高学

年用４編、中学校用６編、高等学校用４編の合計 20

編で構成され、パソコンからプロジェクターをとお

してスクリーンに映し、学習できるようにしていま

す。 

  前述のようにＤＶＤの中には、教材と「活用プラ

ン」、「教師用資料」等を併せて収録しています。『あ

おぞら』を活用することによって、児童生徒の人権

に関する知的理解を育むとともに、人権感覚を豊か

にしていく取組の充実を図ることができます。 

３  教師用資料の紹介～「活用プラン・資料」～ 

１活用にあたって  
 
２「Ⅰハンセン病の正しい理解」  
 (1)ハンセン病の基礎知識－Q＆A－   
 (2)ハンセン病について                 
  (3)「らい予防法」廃止への道              
  (4)「らい予防法」違憲国家賠償請求事件判決骨子     
  (5)ハンセン病問題の早期かつ全面的解決に  

向けての内閣総理大臣談話  
  (6)ハンセン病関係法律等  
              
３「Ⅱ人権の視点から考えるハンセン病  

～療養所生活と入所者の願いから～」  
 (1)療養所での生活  
 (2)菊池恵楓園の沿革             
 (3)療養所での暮らしの中から  
 
 
 

４「Ⅲわたしたちにできること  
～宿泊拒否事件を通して～」  

 (1)新聞記事（宿泊拒否事件）    
 (2)宿泊拒否事件の概要            
  (3)宿泊拒否事件の経緯        
 (4)宿泊拒否事件についての考察         
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教職員用学習資料 

ハンセン病に関する教職員用学習資料作成にあたって 

 

ハンセン病に対する正しい理解は、いまだ十分とは言えない状況にあります。ハンセン

病患者・回復者やその家族が、周囲の人々の誤った知識や偏見等によって、差別やプライ

バシー侵害等を受ける問題が起きています。この解決に向けて国や県は、啓発資料の作成・

配布等による啓発活動を推進しており、学校教育においても啓発資料の適切な活用を図る

必要があります。 

そこで、教職員自身がハンセン病を正しく理解するためのきっかけとなるよう、このリ

ーフレットを作成しました。 

 

 

  

 

 

 

ハンセン病問題から学ぶべきことは何でしょうか？ 

ハンセン病問題を人権問題として捉えることが重要です。 

ハンセン病を正しく理解するとともに、偏見や差別をなくすため、また、人権が

尊重される社会を実現するにはどうすればいいか、そして自分たちに何ができるの

かを考えることです。自分たちが変われば社会も変わるのです。 

ハンセン病に対して偏見を持ち、入所者や回復者、その家族を差別しているのは

どんな人たちだと思いますか。実は、普通の人たちなのです。私たちは気の毒な人

たちがいたとすると同情します。ところが、気の毒だと思っていた人たちや自分よ

り弱いと思っていた人たちが権利を主張したりなどすると、とたんに彼らを拒絶し、

いじめたり、差別したりすることが多くあります。今の社会の中にも、ハンセン病

に限らず、人種や年齢、障害の有無や性別、家柄などによる偏見や差別があるので

す。そうした偏見や差別を解決していくためには、相手の人権を尊重する気持ちを

持つことが大切です。また、ハンセン病患者・家族の人たちが偏見や差別と闘った

長い歴史から学ぶことは、私たちに勇気と人間の素晴しさを教えてくれるでしょう。 

 

    解決に向けて私たち教職員がなすべきことは？ 

私たち教職員が、子どもたちとハンセン病問題の解決に向けて、共に考えるこ 

とです。 

ハンセン病患者やその家族たちは、長い間、多くの偏見と差別に苦しんできまし

た。病気への誤解や人権侵害の実態が明らかにされ、ようやく正しい情報が伝えら

れるようになっています。ハンセン病に対する偏見と差別をなくすためには、まず

ハンセン病を正しく理解することが必要です。 

私たちがこうした現実を知らなかったのは、国が国民に実態を知らせなかっただ

けでなく、私たちの無関心さも大きな原因なのではないでしょうか。子どもたちに

ハンセン病問題の現実を伝え、今なお偏見や差別に苦しんでいる入所者や回復者た

ちが置かれている現実に目を向けてほしいと思います。さらに、ハンセン病問題の

解決をめざして、私たちに何ができるかを子どもたちと共に考えてほしいと思いま

す。 

 

   解決に向けてどのような取組がなされたのですか？ 

２００１年（平成１３年）５月、ハンセン病国家賠償訴訟の判決が熊本地裁であ

り、原告（ハンセン病療養所入所者）が勝訴、政府は控訴しませんでした。これを

きっかけに６月には、国会で「ハンセン病問題に関する決議」が採択され、新たに

補償を行う法律もできました。国はハンセン病療養所入所者・退所者のみなさんに

謝罪をし、２００２年（平成１４年）４月には、療養所を退所する人の社会復帰へ

の援助として「退所者給与金事業」を開始しました。 

２００８年（平成２０年）６月には「ハンセン病問題解決の促進に関する法律」

が制定され、療養所の土地、建物等を地域に開放できるようになり、２０１２年（平

成２４年）には、菊池恵楓園と多磨全生園に保育園が開設されました。また、啓発

活動を積極的に行うなど、名誉回復のための対策を進めています。 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊参考資料  

○「ハンセン病の向こう側」(厚生労働省) 

○「ハンセン病を正しく理解しよう」 

（福岡県保健医療介護部健康増進課）

○「福岡県人権教育推進プラン」 （福岡県教育委員会）   

○人権教育学習教材集「あおぞら」（福岡県教育委員会） 

連絡先 

福岡県教育庁教育振興部人権・同和教育課 

（福岡市博多区東公園７番７号） 

指導班  TEL 092‐643‐3917  

FAX 092‐643‐3919 

ｅ-mail：kdowa@pref.fukuoka.lg.jp 

「『人権』とは何ですか？」と問われた時に、先生方はどのようにお答えにな

るでしょうか？一言で言うのは難しいでしょうが、「『人権』とは何か。」という

ことを常に自分自身に問い続けることであらゆる人権問題に関心をもち、その

ことによって人権感覚が磨かれていきます。そして、その結果、人権問題を自

分のこととして捉えることができるようになると私は考えています。 

学校の人権教育でハンセン病を取り上げていただくことは、ありがたいこと

です。しかし、ハンセン病について子どもたちに教える時には、まず、先生方

が正しく理解した上で授業に臨んでいただきたいのです。先生方自身がハンセ

ン病問題をはじめ、あらゆる人権問題について関心をもって、常に人権感覚を

磨き続けてください。そして他人事ではなく、自分自身に引き寄せて自分の課

題として子どもたちに教えてほしいのです。そうすれば、子どもたちはハンセ

ン病問題も他の人権問題も自分の課題として捉えて、正しい認識をもってくれ

るはずです。 

差別や偏見が根強く残るのは、子どもの身近にいる大人が子どもに偏見や先

入観を与えることもあるからです。大人の与えた偏見や先入観によって、子ど

もは間違った認識をもってしまいます。そのことが次の世代へ差別を残すこと

になるのです。この差別の連鎖を断ち切るのに、学校教育は大きな役割を担っ

ています。その大きな役割を担う教育に携わっているのだという自覚と誇りを、

先生方には失わないでいただきたいのです。先生にしかできないこと、先生だ

からこそできることがあります。そして、ご自身の言動が子どもたちの人格形

成に大きな影響を与えているのだということを、決して忘れないでいただきた

いと思います。 

 

 

  

 

先生方へ 

確かな人権感覚をもって子どもたちに正しい認識をもたせて

ください。そして、差別の連鎖を断ち切ってください。 

      志村
し む ら

康
やすし

さん（国立療養所菊池恵楓園入所者自治会長） 

志村康さんの略歴 

 旧制中学２年生の時に、ハンセン病を発症。医師の誤診により、病状が一時悪化。そ

の後大学病院で診断を受け、菊池恵楓園へ入所。１９９８年(平成 10 年)「らい予防法違

憲国家賠償請求訴訟」の菊池恵楓園原告団長。２０１４年(平成 26 年)５月、ハンセン病

違憲国賠訴訟全国原告団協議会の会長に就任。ハンセン病問題の解決に向けて、82 歳の

今も精力的に活動中。 
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